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平成18年4月14日

上場会社名 株式会社ワイズテーブルコーポレーション 上場取引所 東証マザーズ

コード番号 2798 本社所在都道府県 東京都

(URL　http://www.ystable.co.jp/)

代　  表　  者 役職名　代表取締役社長 氏名　金山 精三郎

問合せ先責任者 役職名　取締役副社長 氏名　庄司 靖

　 　 TEL　(03)5412－0065　　

決算取締役会開催日 平成18年4月14日 中間配当制度の有無 有

定時株主総会開催日 平成18年5月28日 　 　

単元株制度採用の有無 無 　 　
　

1.平成18年2月期の業績（平成17年3月1日～平成18年2月28日）

(1) 経営成績 (注)　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

　 売上高 営業利益 経常利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

平成18年2月期 6,096 (△2.2) 151 (△53.6) 228 (△32.2)

平成17年2月期 6,235 (25.9) 326 (23.9) 337 (31.7)
　

　 当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

　 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

平成18年2月期 116 (△31.5) 5,729 72 5,624 57 10.5 7.4 3.8

平成17年2月期 170 (34.1) 8,499 54 8,224 60 21.6 14.0 5.4

(注) ① 期中平均株式数 平成18年2月期 20,326株 平成17年2月期 20,012株

　 ② 会計処理の方法の変更 無 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前年増減率

　
(2) 配当状況

　
　 　 １株当たり年間配当金 配当金総額

(年間)
配当性向

株主資本
配当率　 中間 期末

　 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

平成18年2月期 0 0 0 0 0 0 0 － －
平成17年2月期 0 0 0 0 0 0 0 － －

　 　

(3) 財政状態

　 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

　 百万円 百万円 ％ 円 銭

平成18年2月期 3,071 1,171 38.1 57,456 37

平成17年2月期 3,124 1,044 33.4 51,542 92

(注) ① 期末発行済株式数 平成18年2月期 20,388株 平成17年2月期 20,259株

　 ② 期末自己株式数 平成18年2月期 ―  株 平成17年2月期 ―  株

　

2.平成19年2月期の業績予想（平成18年3月1日～平成19年2月28日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

中間 期末 　

　 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 3,016 152 76 0 0 ― ― ― ―

通期 6,005 321 160 ― ― 0 0 0 0

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）　7,847円75銭
※  上記の予想は、本資料の発表時において入手可能な情報に基づき作成したものであり、今後の様々な不確定

要素により、実際の業績と異なる場合がありますのでご了承ください。
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個別財務諸表等

財務諸表

① 貸借対照表

　 　
前事業年度

(平成17年2月28日)

当事業年度

(平成18年2月28日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 780,161 　 　 697,988 　 　 △ 82,173

　２　売掛金 　 　 240,344 　 　 224,380 　 　 △ 15,963

　３　原材料 　 　 79,035 　 　 73,193 　 　 △ 5,841

　４　貯蔵品 　 　 13,085 　 　 9,490 　 　 △ 3,595

　５　前渡金 　 　 3,907 　 　 - 　 　 △ 3,907

　６　前払費用 　 　 84,622 　 　 102,122 　 　 17,499

　７　繰延税金資産 　 　 17,362 　 　 20,358 　 　 2,995

　８　短期貸付金 　 　 44,000 　 　 49,501 　 　 5,501

　９　関係会社貸付金 　 　 - 　 　 80,000 　 　 80,000

　10　従業員短期貸付金 　 　 450 　 　 - 　 　 △ 450

　11　その他 　 　 123 　 　 12,279 　 　 12,155

　　　流動資産合計 　 　 1,263,093 40.4 　 1,269,315 41.3 　 6,221

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物 　 1,404,808 　 　 1,436,636 　 　 31,827 　

　　　　減価償却累計額 　 328,456 1,076,352 　 339,522 1,097,113 　 11,066 20,761

　　(2) 構築物 　 45,158 　 　 76,489 　 　 31,331 　

　　　　減価償却累計額 　 15,492 29,666 　 22,040 54,449 　 6,548 24,783

　　(3) 車両運搬具 　 30,194 　 　 27,137 　 　 △ 3,056 　

　　　　減価償却累計額 　 24,930 5,263 　 24,293 2,844 　 △ 636 △ 2,419

　　(4) 器具備品 　 462,877 　 　 84,131 　 　 △ 378,746 　

　　　　減価償却累計額 　 264,824 198,052 　 64,480 19,650 　 △ 200,343 △ 178,402

　　(5) 建設仮勘定 　 　 12,703 　 　 14,856 　 　 2,152

　　　　有形固定資産合計 　 　 1,322,038 42.3 　 1,188,913 38.7 　 △ 133,125

　２　無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 商標権 　 　 1,689 　 　 813 　 　 △ 876

　　(2) ソフトウェア 　 　 34,058 　 　 23,913 　 　 △ 10,145

　　(3) ソフトウェア仮勘定 　 　 4,698 　 　 - 　 　 △ 4,698

　　(4) その他 　 　 2,089 　 　 2,089 　 　 -

　　　無形固定資産合計 　 　 42,536 1.4 　 26,815 0.9 　 △ 15,721

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 　 　 10,000 　 　 10,000 　 　 -

　　(2) 関係会社株式 　 　 94,084 　 　 133,806 　 　 39,722

　　(3) 長期前払費用 　 　 9,007 　 　 43,700 　 　 34,692

　　(4) 繰延税金資産 　 　 6,321 　 　 5,377 　 　 △ 944

　　(5) 保険積立金 　 　 36,773 　 　 51,408 　 　 14,635

　　(6) 敷金及び保証金 　 　 340,236 　 　 342,639 　 　 2,402

　　　投資その他の資産合計 　 　 496,423 15.9 　 586,931 19.1 　 90,508

　　　固定資産合計 　 　 1,860,998 59.6 　 1,802,660 58.7 　 △ 58,338

　　　資産合計 　 　 3,124,092 100.0 　 3,071,975 100.0 　 △ 52,116
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前事業年度

(平成17年2月28日)

当事業年度

(平成18年2月28日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　買掛金 　 　 189,911 　 　 179,253 　 　 △ 10,658

　２　一年内返済長期借入金 　 　 439,200 　 　 340,300 　 　 △ 98,900

　３　未払金 　 　 319,999 　 　 356,323 　 　 36,324

　４　未払費用 　 　 1,287 　 　 325 　 　 △ 961

　５　未払法人税等 　 　 102,458 　 　 86,732 　 　 △ 15,726

　６　未払消費税等 　 　 32,752 　 　 32,998 　 　 246

　７　前受金 　 　 10,667 　 　 12,522 　 　 1,854

　８　預り金 　 　 7,533 　 　 14,732 　 　 7,198

　９　ポイント引当金 　 　 22,462 　 　 30,630 　 　 8,168

　　　流動負債合計 　 　 1,126,272 36.1 　 1,053,819 34.3 　 △ 72,453

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　長期借入金 　 　 825,300 　 　 735,000 　 　 △ 90,300

　２　長期未払金 　 　 12,869 　 　 2,783 　 　 △ 10,085

　３　預り保証金 　 　 115,442 　 　 108,952 　 　 △ 6,490

　　　固定負債合計 　 　 953,611 30.5 　 846,735 27.6 　 △ 106,875

　　　負債合計 　 　 2,079,884 66.6 　 1,900,555 61.9 　 △ 179,328

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 ※1 　 314,625 10.1 　 320,000 10.4 　 5,375

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本準備金 　 342,545 　 　 347,920 　 　 5,375 　

　　　資本剰余金合計 　 　 342,545 10.9 　 347,920 11.3 　 5,375

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　利益準備金 　 3,250 　 　 3,250 　 　 - 　

　２　任意積立金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　別途積立金 　 4,000 　 　 4,000 　 　 - 　

　３　当期未処分利益 　 379,787 　 　 496,250 　 　 116,462 　

　　　利益剰余金合計 　 　 387,037 12.4 　 503,500 16.4 　 116,462

　　　資本合計 　 　 1,044,208 33.4 　 1,171,420 38.1 　 127,212

　　　負債及び資本合計 　 　 3,124,092 100.0 　 3,071,975 100.0 　 △ 52,116
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② 損益計算書

　

　 　

前事業年度

(自　平成16年3月 1日 

 至　平成17年2月28日)

当事業年度

(自　平成17年3月 1日 

 至　平成18年2月28日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

Ⅰ　売上高 　 　 6,235,142 100.0 　 6,096,723 100.0 　 △ 138,418

Ⅱ　売上原価 　 　 5,226,653 83.8 　 5,270,973 86.5 　 44,320

　　　売上総利益 　 　 1,008,489 16.2 　 825,750 13.5 　 △ 182,738

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　役員報酬 　 53,160 　 　 71,835 　 　 18,675 　

　２　給与手当 　 175,645 　 　 123,711 　 　 △ 51,934 　

　３　法定福利費 　 19,737 　 　 15,260 　 　 △ 4,476 　

　４　地代家賃 　 29,744 　 　 15,084 　 　 △ 14,660 　

　５　減価償却費 　 16,012 　 　 12,243 　 　 △ 3,769 　

　６　旅費交通費 　 33,385 　 　 44,187 　 　 10,802 　

　７　支払手数料 　 168,181 　 　 203,252 　 　 35,071 　

　８　広告宣伝費 　 70,996 　 　 63,395 　 　 △ 7,601 　

　９　従業員募集費 　 33,129 　 　 25,806 　 　 △ 7,323 　

　10　その他 　 82,428 682,421 10.9 99,725 674,503 11.0 17,297 △ 7,918

　　　営業利益 　 　 326,067 5.3 　 151,247 2.5 　 △ 174,820

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 　 603 　 　 4,167 　 　 3,564 　

　２　協賛金受入 　 29,700 　 　 76,085 　 　 46,385 　

　３　預り保証金戻入益 　 3,357 　 　 3,314 　 　 △ 43 　

　４　雑収入 　 6,006 39,667 0.6 11,379 94,945 1.6 5,372 55,278

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 12,182 　 　 14,105 　 　 1,922 　

　２　新株発行費 　 8,960 　 　 - 　 　 △ 8,960 　

　３　公開関連費用 　 6,078 　 　 - 　 　 △ 6,078 　

　４　盗難損失 　 - 　 　 2,592 　 　 2,592 　

　５　雑損失 　 1,025 28,247 0.5 640 17,338 0.3 △385 △ 10,909

　　　経常利益 　 　 337,487 5.4 　 228,854 3.8 　 △ 108,633
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前事業年度

(自　平成16年3月 1日 

 至　平成17年2月28日)

当事業年度

(自　平成17年3月 1日 

 至　平成18年2月28日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

Ⅵ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産売却損 ※1 - 　 　 0 　 　 0 　

　２　固定資産除却損 ※2 3,960 3,960 0.1 - 0 0.0 △ 3,960 △ 3,960

　　　税引前当期純利益 　 　 333,526 5.3 　 228,853 3.8 　 △ 104,672

　　　法人税、住民税

　　　及び事業税
　 167,041 　 　 114,442 　 　 △ 52,599 　

　　　法人税等調整額 　 △3,608 163,433 2.6 △ 2,050 112,391 1.9 1,557 △ 51,042

　　　当期純利益 　 　 170,092 2.7 　 116,462 1.9 　 △ 53,630

　　　前期繰越利益 　 　 209,694 　 　 379,787 　 　 170,092

　　　当期未処分利益 　 　 379,787 　 　 496,250 　 　 116,462
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③ キャッシュ・フロー計算書

当事業年度より連結財務諸表を作成しているため、当事業年度に係るキャッシュ・フロー計算書につ

きましては作成しておりません。

　

　 　
前事業年度

(自　平成16年3月 1日
至　平成17年2月28日)

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　

　　　税引前当期純利益 　 333,526

　　　減価償却費 　 180,020

　　　ポイント引当金の減少額 　 △7,622

　　　預り保証金の減少額 　 △5,247

　　　受取利息 　 △603

　　　支払利息 　 12,182

　　　新株発行費 　 8,960

　　　有形固定資産除却損 　 2,029

　　　売上債権の増加額 　 △53,362

　　　未収入金の減少額 　 452

　　　たな卸資産の増加額
　　
　

△27,948

　　　前払費用の増加額 　 △22,169

　　　仕入債務の増加額 　 35,911

　　　未払金の増加額 　 23,014

　　　未払費用の減少額 　 △24

　　　前受金の増加額 　 3,317

　　　預り金の増加額 　 1,059

　　　未払消費税等の増加額 　 5,509

　　　その他の増減額 　 △8,412

　　　　小計 　 480,595

　　　利息の受取額 　 918

　　　利息の支払額 　 △10,768

　　　法人税等の支払額 　 △139,590

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 331,154

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　

　　　有形固定資産の取得による支出 　 △879,539

　　　投資有価証券の取得による支出 　 △10,000

　　　関係会社株式の取得による支出 　 △94,084

　　　貸付金の回収による収入 　 3,022

　　　貸付けによる支出 　 △45,872

　　　敷金及び保証金の増加額 　 △130,028

　　　無形固定資産の取得による支出 　 △13,229

　　　その他投資等による支出 　 △30,243

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △1,199,975

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　

　　　短期借入金の増減額 　 △100,000

　　　長期借入金の調達による収入 　 1,200,000

　　　長期借入金の返済による支出 　 △247,200

　　　増資による収入 　 88,809

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 941,609

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額 　 72,788

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 　 707,373

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 780,161
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④ 利益処分案

　

　 　
前事業年度

(平成17年5月28日)

当事業年度

(平成18年5月28日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　当期未処分利益 　 　 379,787 　 496,250 　 116,462

Ⅱ　利益処分額 　 　 ― 　 ― 　 ―

Ⅲ　次期繰越利益 　 　 379,787 　 496,250 　 116,462

　 　 　 　 　 　 　 　

（注）日付は、株主総会承認日及びその予定日であります。
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重要な会計方針

　

項目
前事業年度

(自　平成16年3月 1日
至　平成17年2月28日)

当事業年度
(自　平成17年3月 1日
至　平成18年2月28日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

    移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

    時価のないもの

     移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

(2) その他有価証券

    時価のないもの

同左

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 原材料

　　主として最終仕入原価法

(2) 貯蔵品

　　最終仕入原価法

(1) 原材料

同左

(2) 貯蔵品

同左

３　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

　　定率法によっております。

　　但し、平成10年4月以降に取得した

建物(附属設備を除く)について

は、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次の通りで

あります。

建物

　耐用年数　 3年～34年

構築物

　耐用年数　20年～50年

車両運搬具

　耐用年数　 3年～ 6年

器具備品

  耐用年数　 2年～15年

(1) 有形固定資産

同左

　

　 (2) 無形固定資産

　　定額法によっております。

　　尚、耐用年数は商標権については

10年で、ソフトウェア(自社利用

分)については、社内における利用

可能期間5年であります。

(2) 無形固定資産

同左

　 (3) 長期前払費用

　　定額法によっております。

(3) 長期前払費用

同左

４　繰延資産の処理方法 (1) 新株発行費

　　新株発行費は支出時に全額費用処

理しております。

(1) 新株発行費

　　　　　　　 同左

５　引当金の計上基準 (1) ポイント引当金

　　将来の『ポイントシステム』のポ

イント利用による売上値引に備え

るため、翌期以降に利用される可

能性のあるポイントに対し全額を

計上しております。

(1) ポイント引当金

同左

６　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左
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項目
前事業年度

(自　平成16年3月 1日
至　平成17年2月28日)

当事業年度
(自　平成17年3月 1日
至　平成18年2月28日)

７　ヘッジ会計の方法 　①　ヘッジ会計の方法

　　金利スワップについては、特例

処理の要件を満たしているもの

については、特例処理を採用し

ております。

　①　ヘッジ会計の方法

同左

　 　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　（ヘッジ手段）（ヘッジ対象）

　   金利スワップ 　借入金の利息

　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　 　③　ヘッジ方法

　　借入金の変動リスクを回避する

目的で金利スワップ取引を行っ

ておりヘッジ対象の識別は個別

契約毎に行っております。

　③　ヘッジ方法

同左

　 　④　ヘッジ有効性評価の方法

　　金利スワップの特例処理の要件

を満たしているため有効性の判

定を省略しております。

　④　ヘッジ有効性評価の方法

同左

８　キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資

金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取

得日から3ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。

――――――――

９　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1)消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式にて処理しております。

(1)消費税及び地方消費税の会計処理

同左
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追加情報

　
前事業年度

(自　平成16年３月１日
至　平成17年２月28日)

当事業年度
(自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日)

                                 （法人事業税における外形標準課税部分の損益計算上の

表示方法）「地方税法等の一部を改正する法律」（平成

15年法律第9号）が平成15年3月31日に公布され、平成16

年4月1日以降に開始する事業年度より外形標準課税制度

が導入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」（平成16年2月13日　企業会計基準

委員会　実務対応報告第12号）に従い、法人事業税の付

加価値割及び資本割については、販売費及び一般管理費

に計上しております。この結果、販売費及び一般管理費

が15,072千円増加し、営業利益、経常利益及び税引前当

期純利益が同額減少しております。
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成17年2月28日)
当事業年度

(平成18年2月28日)

※１　会社が発行する株式　普通株式 70,560株

　　　発行済株式総数　　　普通株式 20,259株

※１　会社が発行する株式　普通株式 70,560株

　　　発行済株式総数　　　普通株式 20,388株

　

 ２  偶発債務
子会社である㈱SALVATORE CUOMO JAPANに、以下の
債務保証を行っております。

　 金融機関借入債務 425,000千円

　 未払リース債務   109,168千円

　 合計             534,168千円

　

平成17年６月１日付けの会社分割に伴い、重畳的
債務引受を行っており、債務保証が発生しており
ます。

　

(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成16年3月 1日
至　平成17年2月28日)

当事業年度
(自　平成17年3月 1日
至　平成18年2月28日)

※１                                          

　 　

　 　

※１　固定資産売却損の内容は、次の通りであります。

器具備品 0千円

合　　計 0千円

※２　固定資産除却損の内容は、次の通りであります。

建　　物 2,728千円

車輌運搬具 431千円

器具備品 801千円

合　　計 3,960千円

※２　                                          

　

(キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成16年3月 1日
至　平成17年2月28日)

当事業年度
(自　平成17年3月 1日
至　平成18年2月28日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表科目

との関係(平成17年2月28日)

現金及び預金 780,161千円

現金及び現金同等物 780,161千円
　

　　　当事業年度より連結財務諸表を作成しているため、

当事業年度に係るキャッシュ・フロー計算書につき

ましては作成しておりません。
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リース取引関係

　
前事業年度

(自　平成16年3月 1日
至　平成17年2月28日)

当事業年度
(自　平成17年3月 1日
至　平成18年2月28日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

期末残高
相当額

建物
(千円)

81,867 66,371 15,496

器具備品 (千
円)

516,688 83,970 432,717

ソフトウェア

（千円）
8,227 968 7,259

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

期末残高
相当額

建物
(千円)

41,106 32,381 8,724

器具備品
(千円)

659,253 161,888 497,365

ソフトウェア

（千円）
10,805 2,707 8,098

車両運搬具
(千円)

3,041 456 2,585

合計
（千円）

609,825 151,766 458,058

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 76,814千円

１年超 388,627千円

合計 465,441千円

車両運搬具
(千円)

- - -

合計
（千円）

711,165 196,977 514,188

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 81,387千円

１年超 411,389千円

合計 492,777千円

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 64,654千円

減価償却費相当額 54,315千円

支払利息相当額 13,843千円

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 105,926千円

減価償却費相当額 96,338千円

支払利息相当額 21,900千円

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　　減価償却費相当額の算定方法

・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　　減価償却費相当額の算定方法

・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残

価保証がある場合は、残価保証額）とする定

額法によっております。

　　　利息相当額の算定方法

・リース料総額とリース物件の取得価額相当額

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によっております。

　　　利息相当額の算定方法

同左
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有価証券関係

時価のない主な有価証券の内容

　

前事業年度
(平成17年2月28日)

当事業年度
(平成18年2月28日)

貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円）

(1)子会社株式 94,084 ―

(2)その他有価証券 　 　

   非上場株式（店頭売買株式を除く） 10,000 ―

(注)　当事業年度末(平成18年2月28日)につきましては、連結財務諸表における注記事項として記載しております。な

お、当事業年度末において子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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デリバティブ取引関係

　
前事業年度

(自　平成16年3月 1日
至　平成17年2月28日)

当事業年度
(自　平成17年3月 1日
至　平成18年2月28日)

１　取引の状況に関する事項

　１　取引の内容

　　　金利スワップ取引を利用しております。

　　当事業年度(自 平成17年3月1日 至 平成18年2月28

日)につきましては、連結財務諸表における注記事項

として記載しているため記載を省略しております。

　２　取引に対する取り組み方針及び利用目的

　　　変動金利支払いの借入金の利息を固定化する目的

でデリバティブ取引を利用しており、投機的な取

引は行わない方針であります。なおデリバティブ

取引を利用してヘッジ会計を行っております。

　

　　①　ヘッジ会計の方法

　　　金融商品に係る会計基準注解14の金利スワップ

の特例処理によっております。

　

　　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　変動金利の借入金に対しての利息を対象として

金利スワップ取引を行っております。

　

　　③　ヘッジ方針

　　　金利リスクの低減ならびに金融収支改善のため、

特例処理におけるヘッジ会計の要件を満たす範

囲内で、ヘッジを行っております。

　

　　④　ヘッジ有効性の評価

　　　特例処理による金利スワップのみであるため、

ヘッジ有効性の評価を省略しております。

　

　３　取引に係るリスクの内容

　　　市場金利の変動によるリスクを有しておりますが、

資金調達に係るヘッジ取引であるため、当該評価

損益が直接に損益として影響するものではありま

せん。また、相手方は信用度の高い国内の金融機

関であるため、相手方の契約不履行から生じる信

用リスクは非常に少ないと判断しております。

　

　４　取引に係るリスクの管理体制

　　　デリバティブ取引の管理については財務部で行っ

ており、社内手続きにより承認を受けております。

　

２　取引の時価等に関する事項

　　ヘッジ会計が適用されているため、注記対象から除

いております。

　　当事業年度(自 平成17年3月1日 至 平成18年2月28

日)につきましては、連結財務諸表における注記事項

として記載しているため記載を省略しております。

　

退職給付関係

前事業年度(自  平成16年3月1日  至  平成17年2月28日)

該当事項はありません。

当事業年度(自  平成17年3月1日  至  平成18年2月28日)

当事業年度(自 平成17年3月1日 至 平成18年2月28日)につきましては、連結財務諸表における注記

事項として記載しているため記載を省略しております。
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税効果会計関係

　
前事業年度

(平成17年2月28日)
当事業年度

(平成18年2月28日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　(繰延税金資産)

①流動資産 　

未払事業税 8,146千円

ポイント引当金超過額 9,029千円

その他 185千円

　　計 17,362千円

②固定資産 　

減価償却超過額 6,321千円

　　　　　計 6,321千円

繰延税金資産合計 23,684千円
　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　(繰延税金資産)

①流動資産 　

未払事業税 7,932千円

ポイント引当金超過額 12,313千円

その他 112千円

　　計 20,358千円

②固定資産 　

減価償却超過額 5,377千円

　　　　　計 5,377千円

繰延税金資産合計 25,735千円
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 42.0％

　(調整) 　

交際費等の永久損金不算入項目 1.7％

住民税均等割等 0.8％

留保金課税 3.0％

その他 1.5％

税効果会計適用後の法人税等の

負担率
49.0％

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.2％

　(調整) 　

交際費等の永久損金不算入項目 4.5％

住民税均等割等 1.3％

留保金課税 2.2％

その他 0.9％

税効果会計適用後の法人税等の

負担率
49.1％

　

　

持分法投資損益

前事業年度(自 平成16年3月1日 至 平成17年2月28日)

関連会社が存在しないため、該当事項はありません。

当事業年度(自 平成17年3月1日 至 平成18年2月28日)

当事業年度(自 平成17年3月1日 至 平成18年2月28日)につきましては、連結財務諸表を作成してい

るため記載を省略しております。
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関連当事者との取引

前事業年度(自　平成16年3月１日　至　平成17年2月28日)

関連当事者との取引

１　役員及び個人主要株主等

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円) 科目

期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び
個人主要
株主

金山精三郎
（当社代表
取締役）

― ―
当社代表取締
役社長

被所有直接

61.5
― ―

賃貸借契約の

連帯保証
210,479 ― ―

リース契約の

連帯保証
11,774 ― ―

割賦購入取引

に係る

連帯保証

9,505 ― ―

(注)　取引条件及び取引条件の決定方針等

１　金山精三郎の連帯保証に係る取引金額は、賃貸借契約及びリース契約(消費税込み)は年間取引金額を、又割

賦購入取引は期末残高をそれぞれ記載しております。

２　取引金額については消費税等が含まれております。

　

当事業年度(自　平成17年3月１日　至　平成18年2月28日)

当事業年度(自　平成17年3月１日　至　平成18年2月28日)につきましては、連結財務諸表における

注記事項として記載しているため記載を省略しております。
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１株当たり情報

　

項目
前事業年度

(自　平成16年3月 1日
至　平成17年2月28日)

当事業年度
(自　平成17年3月 1日
至　平成18年2月28日)

１株当たり純資産額 51,542円92銭 57,456円37銭

１株当たり当期純利益 8,499円54銭 5,729円72銭

潜在株式調整後

1株当たり当期純利益
8,224円60銭 5,624円57銭

　 　

　 当社では、平成16年7月16日付で株式

1株につき3株の株式分割を行ってお

ります。当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前事業年度

における1株当たり情報については、

以下のとおりとなります。

項目 前事業年度

1株当たり

純資産額
29,928円85銭

1株当たり
当期純利益

7,192円98銭

　

(注)　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下の通りであります。

　

項目
前事業年度

(自　平成16年3月 1日
至　平成17年2月28日)

当事業年度
(自　平成17年3月 1日
至　平成18年2月28日)

損益計算書上の当期純利益（千円） 170,092 116,462

普通株式に係る当期純利益（千円） 170,092 116,462

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳（千円） ― ―

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式の期中平均株式数（株） 20,012 20,326

潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定に用いられた

当期純利益調整額の主要な内訳（千円）
― ―

当期純利益調整額（千円） ― ―

潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定に用いられた

普通株式増加数の主要な内訳（株）

　　　　新株予約権

669 380

普通株式増加数（株） 669 380

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株当たり当

期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要
― ―
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重要な後発事象

前事業年度
(自　平成16年3月 1日
至　平成17年2月28日)

当事業年度
(自　平成17年3月 1日
至　平成18年2月28日)

(1) 会社分割

平成17年5月28日開催の定時株主総会において、

平成17年6月1日を期して、デリバリー部門の店舗展

開のスピードアップ及び本格的なＦＣ展開を行うた

め、カジュアルレストラングループのイタリアン部

門の営業を分割し、下記の通り会社分割の方法で当

社の100％子会社を設立することを決議いたしまし

た。

商    号 株式会社 SALVATORE CUOMO JAPAN

決 算 期 2月末日

本    店 東京都港区六本木6-1-20

事業内容 カジュアルイタリアンレストランの経営

資 本 金 1,000万円

総 資 産 349百万円

分割期日 平成17年6月1日（予定）

分割方法

当社を分割会社とし、株式会社 SALVATORE

CUOMO JAPANを承継会社とする分社型新設

分割

(2) 新株予約権の付与

平成17年5月28日開催の定時株主総会において、

当社ならびに当社子会社の取締役、監査役、顧問及

び従業員に対し、当社に対する経営参画意識を喚起

し、業績向上に対する貢献意識や士気を一層高める

ことを目的として、商法第280条ノ20及び商法第280

条ノ21の規定に基づき、以下の要領によりストック

オプションとして新株予約権を発行することを決議

しました。

①　新株予約権の割当を受けるもの

　　　当社の取締役及び従業員

②　新株予約権の数

　　　　　　1,000個を上限とする（新株予約権1個当たり

の目的たる株式数は1株とする）

③　新株予約権の目的となる株式の種類及び数

　　　　　　普通株式1,000株を上限とする

④　新株予約権の行使期間

　　　　　　平成19年6月1日から平成23年5月31日まで

⑤　新株予約権の行使価格

　　　　　　無償

⑥　各新株予約権行使時に払込みをすべき金額

新株予約権発行の日の属する月の前月の各日（取引

が成立しない日を除く）における東京証券取引所が

公表する当社普通株式の最終価格（以下、「最終価

格」という）の平均値に1.05を乗じて得た金額と

し、1円未満の端数は切り上げる。ただし、当該金

額が新株予約権発行の日の最終価格（当日に最終価

格がない場合は、それに先立つ直近日の最終価格）

を下回る場合は、新株予約権発行の日の最終価格を

払込金額とする。
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販売の状況

事業部門別販売実績

販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　

前事業年度
(自　平成16年3月 1日
至　平成17年2月28日)

販売高(千円) 構成比(％)

ＸＥＸグループ 4,416,674 70.8

カジュアルレストラングループ 1,818,467 29.2

合計 6,235,142 100.0

(注) １  金額は、販売価格によって表示しております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３  当事業年度（自  平成17年3月  至  平成18年2月28日）につきましては、連結財務諸表を作成しているため

記載を省略しております。

　

　

役員の異動

（１）代表者の異動

該当事項はありません。

（２）その他の役員の異動

該当事項はありません。
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